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ドイツ不動産税課税標準の分析

野 田 裕 康
概要

１９６４年（東ドイツは１９３５年）の統一評価額に基づく土地課税評価基準を現在
も適用しているドイツの不動産税は，ドイツ統一を契機にその課税標準たる統
一評価制度自体の是非を巡る改革議論が白熱していた。この論争は２０１５年現在
までにおいて主要な代替モデルにより論点が集約されており，２０１６年には新た
な不動産税モデル草案の公表に向けて準備が進行している段階にある。しかし
ながら，土地保有課税の本質論から市町村税としての政治論争まで，多様な見
解が現在もなお不動産税改革の実現を拒んでいる部分が残されている。よって
ドイツ不動産税の抜本改革の実現には，統一評価改革という連邦政府の主導に
よるものではなく，連邦参議院に議決が求められる限りで，地方税制度・地方
財政上の問題として，自治体の資産課税の在り方を客観化したうえで合憲的な
改革を実践する必要がある。
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１．は じ め に

現在のドイツにおける資産課税改革議論，すなわち，財産税再導入，相続税
における事業承継税制の縮小，そして不動産税における統一評価の改革，の中
で議論が熟しているものの実際の抜本改革に結びついていないものが不動産税
の改革である。１９９５年６月１，２００６年１１月２，そして２０１４年１２月３にドイツ連邦憲

１ BVerfG（１９９５）:２BvR５５２／９１, BStBl.１９９５II s.６７１.
２ BVerfG（２００６）:１BvL１０／０２, BStBl.２００７II s.１９２.
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法裁判所が下した相続税制に対する３度の違憲判決は，不動産税における統一
評価の改革問題にも大きな影響を与えている。そもそも１９９５年の違憲判決はド
イツ統一評価法における土地評価基準が他の資産との評価格差が大きいため平
等原則に反するとされたものであり，その後の不動産課税評価基準の積極的な
改革議論へと結びついている。しかしながらドイツ資産課税として近年の所得
格差拡大に見られる再分配議論が大きな展開を見せているのに対して，不動産
税の改革はこれまで実際の抜本改革実現に結びついていなかった。２０１０年６月
の連邦財政裁判所（以下BFH）による見解４でも，２００６年末までドイツ統一評
価法に基づく現行不動産税は適法であるとの判決を下している。

しかしこのことはその後の不動産税に違憲の疑い５があることを含意するも
のであり，その原因である統一評価の改革実現可能性はこの判決を契機に一段
階高まったと言えよう。本稿では，まず改革モデルを比較検討して論点を整理
し，現行の不動産税の制度的疲労，改革モデルの理論的衝突，自治体間及び，
州・連邦間の合意形成の問題をまとめ，最終的に最も現実的な税制改革モデル
を導き出すことにある。図１は１９９０年代の不動産税の課税の流れであるが，租
税算定率は本質的に２０１５年現在と全く変わっているものではない。よって地方
（市町村）の課税高権たる賦課率（事実上の不動産税率）のみが唯一の税収調
整（操作）手段と言えるが６，連邦による統一評価決定，すなわち課税開始段階
である土地資産評価の調整（操作）も，最終税額に影響を与えるものであり，
このような課税標準の決定方法と評価手法の帰属問題こそ改革可能性への重要
な尺度となる。

２．不動産税改革論の経緯

１９６４年時点の課税標準に基づくドイツ不動産税の改革議論は，東西ドイツ統
一後の景気拡大とその後の後退により加速されたと言える７。まず，１９９８年の

３ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, BStBl.２０１５II s.５０.
４ BFH（２０１０）: Az. II R１２／０９.
５ BFH（２０１０）: Az. II R６０／０８
６ ２０１４年で見ると人口５万人以上の市町村において不動産税Ａの賦課率は平均

２９１％，不動産税Ｂは５４９％である。Andrae, K（２０１５）: s.３７.
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日本不動産学会平成１０年度秋季全国大会報告８において議論した改革案は，大
まかに統一評価改革と土地価格外評価（面積基準）に分類できた。そして，不
動産税の改革可能性は非常に大きいとの結論に至っていたが，しかしながらそ
の後も土地資産時価評価の法律問題や，不動産税収規模の財政妥当性などの慎
重な議論が現実的な改革への障害となってしまった。

その後，２００７年の日本不動産学会平成１９年度秋季全国大会報告９では，面積
利用税，土地価格税，そしてこの２つの統合型税，の３類型に区分して検討を
試みた。２０００年以降の環境税を意識したドイツ不動産税改革の新機軸は，環境
先進国として一定の理解を得ることになったが，面積のみといういわば斬新な
外形標準課税には，土地資産課税の本質論から財政政策上懐疑的な箇所も多く，
課税公平性，徴税簡素性や環境評価の困難性まで具体的に解消する議論には及

〈図１〉不動産税の税額算定（１９９８年）
出所：野田（１９９８）：p.２５３．

７ 野田（１９９６）：p.２５．
８ 野田（１９９９）：p.１５８．
９ 野田（２００７）：p.４４．
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ばず，実現には至らなかった。
２０１５年現在，ドイツで検討されている改革モデルも，課税理論上では本質的

にこれまでと異なるものではない。すなわち，土地部分と建物部分それぞれを
価格もしくは面積で評価する４類型に加えて建物部分を全く評価外とする計５
類型である（図２参照）。

２０１５年５月にGöttingen大学で開催された税制の簡素化・租税回避・税制改
革セミナー「不動産税：改革の必要性，開始，影響」においても，不動産税改
革は応益モデル（以下南モデル），取引価格モデル（以下北モデル），THモデ
ル（以下統合モデル）の３類型に集約された議論を行っていた１０。

これら改革モデルに見られる根本的な相違は，課税の公平性（適法性），徴
税コストの簡素化（財政政策），改革実現可能性（政治・行政過程）という不
動産税改革の主要目的に基づいていることから生ずるものであり，いわば税負

１０ Scheffler, W／Nehls, D（２０１５）: PPT. Nr.３．以下本論ではTH（チューリンゲン），
RP（ラインラント・プファルツ），BY（バイエルン），BW（バーデン・ヴュル
テンベルク），HE（ヘッセン），HB（ブレーメン），BE（ベルリン），SH（シュ
レースヴィッヒ・ホルシュタイン），NI（ニーダーザクセン），SN（ザクセン），
NW（ノルトライン・ウエストファーレン）と略す。

〈図２〉ドイツ不動産税改革モデル類型
出所：Henger／Schaefer（２０１５）: s.５より作成
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担の主要因，すなわち課税標準の抜本的評価改革が議論の中心にある。従って
第２段階たる税率（租税算定率・賦課率）問題は副次的であり，改革の結果と
して想定される納税者の負担額，および税収効果などの議論は改革モデルの選
択により異なるため本来は一律に比較することはできない。しかしながら税制
改革とは結果的に，最終帰着（現実の納税額）による負担分析がなされなけれ
ば，財政理論上で政策評価が困難になるといういわばトレードオフにあること
から，評価段階と租税政策段階は表裏一体として考察するべきであろう。特に
賦課率による最終税額の決定は不動産税が地方の主要財源であることからも，
評価の絶対的公平性と地方財政理論に基づく応益性とのバランスはより慎重な
議論が必要になるべきである。

現在の代替モデルは主に２０００年の州財務相会議（以下FMK）での不動産税
改革議論以後，様々な州政府を代表とする改革作業グループの見解が前面に出
ている点で，いわば改革実現へのステージが一段階上がってきていると言える。
さらに州の改革論争と同時に，BFHは２０１４年１０月の判決によりドイツ連邦裁
判所へ現行不動産税の審査を要請１１していることから，ドイツ不動産税の改革
はその実現がかなり具体化されてきたと言えるであろう。次節ではこれら３モ
デルを比較分析する。

２．１ 南モデル（応益モデル）
１９９５年の統一評価違憲判決を受けて，不動産税と統一評価の関連性を遮断す

るモデルがBY州による面積評価基準である。いわゆる応益モデルと称される
この改革案は，課税標準を価格基準ではなく物理的基準として簡素な面積に依
拠することを提案し，大幅な徴税コスト削減と行政簡素化に貢献できるとして
いる。

BY州は１９９８年のFMKに基づく不動産税改革作業グループの設置を受けて，
２０００年に初めて面積基準による不動産税改革案をモデルＡ（旧面積税）として
提案した。BY州は２００４年にもRP州と合同で専門分類案として公表したが議論
が先に進まず，その後，州財務相会議での作業グループの変更などにより，再
度２０１０年にBY州を中心に，BW州，HE州による「応益原則に基づく簡素な不

１１ BFH（２０１４）: II R１６／１３, BStBl.２０１４, II s.９５７.
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動産税の要点」が新たにまとめられた１２。
南モデルの特徴は地方税の応益的役割を重視し，同時に住宅政策や農林業政

策を優遇することを目標に，極めてドラスティックな評価を提唱している点に
ある。すなわち不動産税をこれまでの負担能力に依拠した収益課税を廃して，
いわば外形標準たる土地面積・延床面積を課税標準にした応益課税に代替する
モデルであり，現行制度に比べて簡素化及びコスト削減に明瞭な利点を持つも
のである。

実際には面積を基準にした評価乗数値と利用形態を基にした調整値（応益値）
により税額を決定する。税額計算のために必要な土地データは，ほぼ開発が終
了し利用可能になっている公的不動産地籍情報システム（ALKIS）を利用す
る１３。南モデルではこの連邦統一的な平面データを面積判定評価に用いており，
まず，未建築地，既建築地に区別したうえで，建物のある部分を平米あたり
０．０２€，０．２€ ，０．４€という３種の利用形態別の調整値により計算する１４。利用
形態の設定はDIN規格と評価法により導き出している。すなわち以下の計算式
となる。

○ 未建築地
不動産税課税標準＝土地面積（㎡）×０．０２（€）×賦課率１５

○ 既建築地
不動産税課税標準＝未建築土地面積（㎡）×０．０２（€）［非居住目的部分］

＋建物面積（㎡）×階数×０．２（€）×居住割合／総利用面積
＋建物面積（㎡）×階数×０．４（€）×非居住割合／総利用面積
×賦課率

１２ Bayern et al.（２００４）u.（２０１１）.
１３ Amtliche Liegenschaftskataster Informationssystem.
１４ 階数は３階まで５m区分，４階は１９m以下，５階は２２m以下，２２m以上は３m

区分となる。
１５ 不動産税Ｂの２０１４年連邦平均値（全ドイツで約１１，０００自治体の賦課率の平均）

は４４１％である。Vgl. SB（２０１５）: s.４４.
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現行の不動産税Ａについて農林事業用地は非課税とするが，農林事業用・農
林事業居住用建物は，通常の不動産税Ｂとは別の賦課率を設定している。また，
評価法という連邦による介入を改め，評価，決定，徴収のすべてを地方に移管
することも目指している。

このように南モデルは不動産税の課税根拠を応益原則にもとめ，土地評価を
不動産の利用面積という外形標準により決定する改革である。これにより全体
の９０％が自動的に算定更新できるとしている。

２．２ 北モデル（取引価格モデル）
取引価格モデルと称されるこの改革案は，徴税簡素化を目標として取引価格

に基づく不動産税を提唱したものである。このモデルは１９９５年以後FMKで多
くの州の支持を得て，２０００年に連邦財務省に提出され，その後ドイツ連邦憲法

〈図３〉ALKIS事例（SN州）
出所：SN州測量局HP（Geobasisinformation und Vermessung, sachsen. de）
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裁判所による２００６年の相続税違憲判決を受けて，HB州を中心に，BE州，SH
州，NI州，SN州の５州の作業グループによる「実現可能な改革案」として２０１０
年に最終的にまとめられた。

北モデルでは建設法典および評価法に基づく取引価格を法的規範として，負
担能力原則に依拠した不動産税課税標準の設定を目指している。すなわち，現
行の統一評価データに多様な不動産市場データを統合して比較・修正要素とし
て評価に加え，課税当局によるデータベース化により，毎年度の税額決定を簡
素化，省コスト化を想定する。その評価は土地鑑定委員会による実際の不動産
取引事例をデータベース化した売買事例集を基に算出しているが，ここでの取
引価格の決定は，建設法典に言う土地鑑定人による評価ではなく１６，ドイツ全
体で約３，５００万筆存在する不動産税課税標準の決定を目的とした評価，すなわ
ち，税務行政執行のための評価単位である通常価格を基準としている。よって，
未建築地は標準地価をベースとし，地域に十分なデータがない場合には比較・
一括価格方式によって地域外からのデータも援用して，可能な限り客観的な課
税標準の設定を目指している。また農林事業に対しては，基本的に土地のみを
課税対象とし，建物がある事業用地は居住用と事業用に分類したうえで税額計
算される。

実際には，まず土地の一般的な評価をドイツ全土に整備された標準地価情報
システム（BORIS）から３区分に分けて導き出し１７，建物価格は連邦基準面積
と５類型により算定し，これらを統合した最終的な不動産税価格が課税標準と
なる。すなわち以下の計算式となる。

○ 未建築地
不動産税課税標準＝土地面積（㎡）×標準地価×不動産税算定率×賦課率

○ 既建築地（個別建築住居）［第１グループ］
不動産税課税標準＝利用（居住）面積（㎡）×比較要因×不動産税算定率

１６ §１９２BauGB.
１７ Bodenrichtwertinformationssystem．標準地価は建設法典（§１９６BauGB）に基

づきドイツ全州で導入されている最も標準的な公的評価基準であり，ネットに
より個別閲覧可能（例えばNI州では５€／１５分）。
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×賦課率
○ 既建築地（利回による標準土地，及びその他事業利用土地）［第２及び第

３グループ］
不動産税課税標準＝年市場賃料×粗収益要因×不動産税算定率×賦課率

このモデルでは従って必要な土地データを整備・更新しておくことが極めて
重要である。各不動産の立地状況や土地面積，居住面積のみにとどまらず，納
税者情報（所有者），建築年，建物類型などが全ドイツで統一的に公的に整備
されて初めて，公平・簡素の目的が達成されることになろう。税務署が保有す
る土地データには２０１０年時点で未だ電子化されていないものも多いが，
ALKISを基礎データとして，さらに各州レベルでの土地情報の電算整備も不
可欠であり，TH州のAUTBEG（土地所有自動評価）などの評価ソフトの開発
や，さらに民間不動産市場情報も，開発状況や売買事例によりデータ更新を補
完する必要があろう。

よって，北モデルでは不動産税評価基準を相続税の土地課税ベースと同じく
取引価格という市場価格にすべく現在の統一評価を修正する改革である。例え
ばNI州の土地鑑定委員会（GAG）ではIPK１８システム（比較方式による不動産
市場価格計算モデル）を用いて，ネットによる不動産価格の計算を自動的に参
照することが可能であり，BORIS．NIと連携して個別の取引価格の情報を得る
ことができる。

２．３ 統合モデル（THモデル）
２００４年のBY／RP州の専門分類案の失敗を受けて，FMKで再度TH州を中心

に練り直したモデルが統合モデル（旧Ｂモデル・修正専門分類案）であり，土
地評価は価格基準で，建物評価は面積基準により課税ベースを設定する改革案
である。
「建物価格独立統合モデル」と称しているようにこのモデルは，土地評価に

関して標準地価を用いた課税が応益原則に適うとして，インフラ整備や立地な
どと税負担の均衡を配慮しているが，他方で建物は経済活動の結果であり，課

１８ Immobilien-Preis-Kalkulator,（https:／／www.boris.niedersachsen.de／boris／ipk）
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１９ HE州（２０１５）：Geoportal Hessen（http:／／www.geoportal.hessen.de／portal／
karten.html?WMC＝３９），BE州（２０１５）：Bodenrichtwerte０１.０１.２０１５（http:／／fbin-
ter.stadt-berlin.de／boris／）２０１５／１１／０７

〈図４〉BORIS事例（上HE州，下BE州）
出所：HE州とBE州HPのBORISシステムにより中心市街地を
キャプチャーしたもの１９。
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税ベースに含めるべきは資産価格ではなく，利用価格であるとする。
具体的には，北モデルによる土地価格評価と南モデルによる建物面積評価の

統合により，標準地価と建物利用分類，そして土地データが基準となるが，建
物評価には南モデルとは異なり，新たに法定調整価格を用いて算定を市町村に
移譲する方式である。これにより結果的に州の租税算定率計算が不要となり，
連邦の統一評価決定も存在しなくなることから，大幅なコスト削減につながる
とされる。このような税額算定の簡素化はさらに申告納税方式も想定している。
すなわち以下の計算式となる。

○ 未建築地
不動産税課税標準＝土地面積（㎡）×標準地価×０．０００５×賦課率

○ 既建築地
不動産税課税標準＝土地面積（㎡）×標準地価×０．０００５

＋総面積×０．２（€）×居住割合／総利用面積
＋総面積×０．４（€）×非居住割合／総利用面積
×賦課率

農林業用地については，居住用地に比べ高い評価コストや農業における収益
課税の限界，公的な部分賃借地の存在などから現行の不動産税Ａ自体を廃止す
ることを主張し，第２案として軽減した標準地価の適用を提案している。

２．４ その他の改革モデル
その他の改革案には，まず分析のマトリックスとしていわば第４象限たる土

地面積建物価格税が想定できるが，これまで提案されていない。他方で，建物
非課税タイプの改革案として標準地価を基準にした純粋土地価格税（旧統合モ
デルＣ）があり，土地のみを課税標準とするモデルは行政コスト上に大きなメ
リットを有し，ドイツ都市研究所（Difu）やケルン経済研究所（IW-Köln）が
代表的である２０。また２０００年に連邦財務省より土地価格建物面積税として提案
された改革案も建物価格評価を放棄したモデル（旧モデルＤ）であり，その後

２０ Lehmbrock, M／Coulmas, D（２００１）: s.１６７, Henger, R／Schaefer, T（２０１５）: s.２６.
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の統合モデルにも影響を与え，市場経済財団も支持している２１。ただし，２０１０
年の連邦財務省の提案では土地価格の評価を市場賃貸価格に均衡させ，不動産
税Ａも別に対応させるべきとしている。また，NW州は相続贈与税評価と連携
したユニバーサルモデル（取引価格モデル）を主張し，THモデルと同様に連
邦と州の課税通知システムを廃止した市町村の独自性を提案していた。

以上，ドイツの不動産税改革モデルを概観してきたが，いずれも議論の中心
が課税標準の設定にあり，統一評価に基づく課税がもはや現実的でないことを
認識できよう。以下ではこれらの改革モデルを総合分析する。

３．比 較 分 析

３．１ 評価段階
現行不動産税の制度疲労は第一に評価法依存の弊害，すなわち一筆あたり約

１２８€とされる評価コストの高さにある。このため州税務署による租税算定率
の策定を廃止する南モデルとTHモデルは行政負担軽減につながっていると言
え，面積基準による南モデルの課税標準は更新コストも低く，時価評価を目指
す北モデルよりも明白に利点を持つ。しかし，定期的な取引価格調査が不可欠
な北モデルはコスト増が懸念されている一方で，当初の全評価コストを１８億€，
年間更新コストは２．２億€（すなわち一筆あたり約６€）と見積もっており，全
体の約８割が既存のデータで対応可能であることから，隔年や４年毎の評価実
施によりコスト削減は十分なメリットを有すると見ている２２。なお，南モデル
や統合モデルは具体的なコスト試算を明示してはいない。

第二に，異なる税の課税標準を統合する目的を有していた統一評価システム
と評価法は，今日では，租税・財政理論の変化に伴い当初の意図が薄れ，公平
性や現実性に乏しいものと指摘できる。よって地方土地保有税の本質を問うな
らば，南モデルは環境政策も配慮した利用課税，北モデルは経済価値への資産
課税となり，いずれにせよトレードオフの関係になる。

２１ なお，土地の舗装等による環境保護を目的とした面積利用税も主張されてい
るが，評価コストが莫大になるため不動産税制改革実現可能性の議論からは外
されている。Vgl. Bizer, K／Lang, J（１９９８）: s.５６.

２２ Bremen（２０１０）: s.５８.
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こういった硬直的評価の及ぼす課税標準の歪みは，密度（評価対象範囲）の
再（新）設定や統一評価制度自体の転換などにおいて地域政策，社会政策，地
方財政政策，さらには価値理論的衝突が不可避となり，最終的には実行可能性
を基準とした政治判断となる。どの改革モデルも既存のデータ（統一評価額）
にIT化された種々の土地・地形情報を付加して更新・統合・新規作成し，土
地課税評価の正確性と，とりわけ市町村の行政負担軽減を主張しているが２３，
その政策目的から比較対象に相違が見られ，結果としてコスト分析にも客観性
が見られていない。国の設定した統一評価を基準に税額計算している現行の不
動産税に代わる新しい評価コストに関し，南モデルと統合モデルは州や市町村
が負担を負うことになろう。

また，評価コスト削減のレベルは，種々の課税データベースの更新コストに
依存することになり，初期設備負担と既存公的情報の移行導入コストが比較さ
れるべきであるが，土地データ量に対する人件費の問題もあり，開発の進捗度
が不透明であることからも，長期的な試算が求められよう。

さらに，不動産種別による評価格差及び納税者間の負担転移も配慮する必要
がある。〈表１〉よりドイツでは全体の約５割が一世帯戸建及び所有住宅であ
るが，地域（州）により土地の種別，すなわち，地理的特性や農業地域，産業
地域などの経済的立地特性による不動産自体の偏りが見られることから，３モ
デルの試算でも評価に幅が見られる。例えば，南モデルは全ドイツ面積の約
３７％を占めており，面積の大きなBY州は農林事業地だけで約３２万筆ある。一
世帯住宅の試算では南モデルが７５件から計算しているのに対して，統合モデル
は１０件であり，売買事例も例外的である。また，事業用地と農林事業用地は５
割程度の調査捕捉率であり今後のデータ整備が不可欠となっている。

他方で北モデルによればNI州で２００８年に８２，７００件の不動産取引があり，比
較価格方式に基づく取引価格の設定にも十分なデータがあると主張している。
そのため北モデルでは具体的な不動産区分による評価の試算を提示していない。
IPKシステムにより算出された課税標準価格と実際の売買価格にはほとんど誤

２３ 土地データの整備不足は特に東ドイツにおいて顕著であるが，それ以外にも
登記簿などの文書から電算化（データベース化）やソフト開発（例えばTH州の
AUTBEGモジュール）も完備される必要がある。
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差が少ないという理由からである２４。

３．２ 租税政策段階
まず，税収中立を前提とする場合，異なる評価基準を最終税負担額で操作可

能な変数（財政政策）は現行で租税算定率と賦課率がある。南モデルと統合モ
デルは租税算定率も想定していないため，賦課率のみで均衡させなければなら
ない。つぎに，１００億€超の税収規模２５を持つ不動産税の抜本的改革は，税財政
システム自体も大きな変更をもたらす。さらに，既に統一評価適用を放棄した
州税たる相続贈与税（約４０億€）及び不動産取得税（約８０億€）における課税
標準評価の変更も影響を与えるであろう。

次に，どのモデルでも期待されている新しい不動産税制度はこれまでの評価
法（連邦），租税算定率（州），の２層を改革するものであり，他方で地方の課
税自主権たる賦課率は，今後も不動産税負担の最終調整として重要な役割を持
つことに変わりはない。よって，州政府の機能と役割が焦点になる。すなわち

２４ Nehls, D／Scheffler, W（２０１５）: s.３４.
２５ ２０１４年の不動産税収は約１２９億€である。

〈表１〉全ドイツ不動産数の内訳

不動産区分 戸数 ［単位：百万戸］

未建築地 ２．９

未建築農林用地 ３．１

一世帯戸建及び所有住宅 １７．６

二世帯戸建 ２．９

多世帯住宅及び賃貸住宅 ２．６

混合利用地 １．０

事業用地 １．５

その他建物 ２．２

農林事業用地 １．４

合 計 ３５．２

出所：Bremen（２０１０）: s.２５.
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南モデルでは州の独自性強化を提唱し，北モデルではむしろドイツ全体を意識
した不動産市場の経済効果を重視する。この相違は結果的に課税理論分析に影
響を与えるが，地方財政上では財源確保と評価・徴収といった実現可能性が判
断根拠となるであろう。具体的には評価法の廃止による移行期の課税特例，
BORISのみならず他の公的土地データも含めた土地情報の整備２６，土地鑑定委
員会などの機関配置２７，さらに納税負担コスト比較は，実践的な改革へつなが
るであろう。

さらに，州間の財政調整の問題もまだ残されている。例えば，財政力のある
富裕な市町村が，比較的低い賦課率を設定している場合，財政力の弱い市町村の
ためにこれまでの低い賦課率を引き上げざるをえない強制力が働くからである。
〈表２〉〈表３〉はドイツ納税者連盟（KBI）およびIW-Kölnによる税額の試

算結果である。特にKBIの分析では北モデルが極端な負担増となってしまって
いる。但し，KBIの試算は，北モデルが具体的なデータを出していないために，
租税算定率や算定額を現行の数値で計算しており，この結果に対してさらに補
正が必要になることは明らかであることから，他の２モデルとの単純な税額比
較をここで考察することができない。また，IW-Kölnの分析では未建築地で南

２６ GISやRISなど。
２７ BW州には約９００の鑑定委員会が設置されているのに対しNI州は１つのみで

ある。
２８ 一世帯戸建例，土地面積：８００㎡，住宅面積：１４０㎡，標準地価：１５０€／㎡，賦

課率５００％

〈表２〉３モデルの標準地価別税負担比較２８

租税算定額（税額）

標準地価１５０€ 標準地価２００€

現行 ６５€（３２５€） ６５€（３２５€）

南モデル ４４€（２２０€） ４４€（２２０€）

統合モデル ８８€（４４０€） １０８€（５４０€）

北モデル ７８３，７８€（３，９１８．９０€） ９４０．１４€（４，７００．７０€）

出所：Schulemann（２０１１）: s.４４．より作成
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モデルのみ負担軽減となるが，北モデルでは一世帯戸建で負担減となる一方で
多世帯は負担増となりばらつきが見られている。そこでIW-Kölnは純粋土地価
格税の導入を州の改革作業グループで議論に加えるよう主張している３２。

さらに，税収中立は市町村内の均衡が期待されるべきであるが，現実には納
税者間の負担転移が顕著になることが予測されている。例えば南モデル，統合
モデル共に未建築地の税負担が増大する結果を出しており３３，東西格差や州間
格差も考慮するならば，賦課率の調整を用いても税収中立の達成は短期的には
難しいであろう。

なお，土地評価や建物評価に価格以外の面積基準を加えることは，地代理論
や投資理論まで議論する必要があるが，実際にはそのような改革案は少なく，

２９ 土地面積：６００㎡，標準地価：１２０€／㎡，取引価格：７２，０００€，統一評価額：
６，０００€

３０ 土地面積：６００㎡，総延床面積：６００㎡，標準地価：１２０€／㎡，取引価格：
２００，０００€，統一評価額：２９，０００€

３１ 土地面積：８００㎡，総延床面積：７００㎡，一戸当たり面積：８０㎡，標準地価：
２００€／㎡，住戸数：４戸，一戸当たり取引価格：２００，０００€，一戸当たり統一評
価額：１８，０００€

３２ 〈表３〉には示していないが，純粋土地価格税の税額は未建築（３８７€），一世
帯（３８７€），多世帯（２１５€）である。

３３ 両モデルとも一世帯・二世帯戸建及び所有住宅は負担減であるが，統合モデ
ルは賃貸住宅も負担増となっていた（ただしサンプル数は７件と少ない）。Vgl.
Bayern et al.（２０１１）: s.１６, Thüringen（２０１１）: s.１９.

〈表３〉３モデルの不動産種別税負担比較

賦課率
（％）

租税算定額（税額）

未建築地２９ 一世帯戸建３０ 多世帯住宅３１

現行 ４２０ ２１．０€（ ８８€） ７５．４€（３１７€） ６３．０€（２６５€）

南モデル ６２０ １２．０€（ ７４€） ５２．０€（３２２€） ３９．０€（２４２€）

統合モデル ４４０ ３６．０€（１５８€） ７６．０€（３３４€） ５５．０€（２４２€）

北モデル ２８０ ３６．０€（１０１€） １００．０€（２８０€） １００．０€（２８０€）

出所：Henger／Schaefer（２０１５）: s.１０より作成
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実践的な議論が中心となっている。さらに，農林業地に対する評価コストの問
題は，取引価格との乖離が極端となっており３４，どのモデルも農林業地に対す
る統一評価（不動産税Ａ）は廃止もしくは不動産税Ｂに統合することで一致し
ている。

４．お わ り に

２０１５年６月のFMKでは殆どの州で北モデル，すなわち取引価格に基づく不
動産税改革が支持された。しかしこのことはドイツ不動産税の課税標準が我が
国と同じ時価評価基準に変更されたととらえることは尚早である。なぜならば，
改革の目標設定に合憲性があるかぎり，個別評価を用いた最終税額算定まで議
論しておかなければ，裁判所の求める実際の課税公平性という要請を満たすこ
とはできないからである。さらにBY州は州による課税決定権の独立を求めて
いるが政治的にその実現は難しいところである。

最後に，改革議論は元来税収中立モデルを前提としており，地方財源に及ぼ
す影響は当初は少ないものの，他方で課税標準の抜本改革は，必然的に納税者
間の負担水準の変位を結果的にもたらすことになる。加えて長期的には，賦課
率などの変更による調整が一時的であることも納税者は予測しておかねばなら
ないだろう。とりわけ実現可能性の高い北モデルのような市場価格への接近は，
結果として資産価値の上昇が明白であり，地価が高くなる市街地域への増税に
対する具体的な負担軽減政策も現実的に配慮しなければ，いずれ課税公平性を
巡る裁判に繋がる可能性も高くなるであろう。つまり，現行不動産税では統一
評価額が極めて低く設定されているために評価に対する不服訴訟事例は少ない
が，今後の抜本的な課税標準の改革により，どのモデルを採用したとしても，
納税者の不服事例が増大することが想定されよう。特に，人口５万人以上の市
町村において２０１０年以降賦課率Ｂの引き上げが顕著となっており，公平性を求
めて課税標準の評価システムを変更しても，結果的に納税者間に勝者と敗者が
明瞭に存在してしまうこと自体，地方賦課税としての不動産税制改革は失敗と
みなされることにもなりかねないであろう。

３４ 北モデルによると統一評価に対する実際の取引価格は農林業地で０．４％，二世
帯戸建では２５．５１％とされている。Vgl. Bremen（２０１０）: s.１０.
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